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（税抜） （税込）

水道料金などの総収益46億2,622万円に対し、総費用は43億5,566万

円で、純利益は2億7,056万円となりました。この全額と繰越利益から３

億円を将来の借入金返済のために積み立てました。

水道管の敷設や水道施設の耐震化工事などの経費とその財源です。

収入の不足分は、借入金返済のために積み立てた資金などで補てんし

ています。

その他

7,657万円

長期前受金戻入

2億9,693万円

水道料金

42億5,272万円

令和５年度 水道事業会計 決算

施設の維持管理や

事業運営費

25億3,933万円

減価償却費

15億9,827万円

借入金の利息

7,128万円

その他

1億4,678万円
純利益

2億7,056万円

水道水をつくるための収入と支出
収益的収支

水道施設を整備するための収入と支出
資本的収支

施設の建設・改良費

17億9,988万円

借入金の返済

10億5,565万円

不足額

（収入ー支出）

17億5,857万円

加入金など

3億9,696万円

借入金

7億円

46億2,622万円 43億5,566万円

総収益 総費用
10億9,696万円 28億5,553万円

収入 支出
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【主な営業費用（節別）の推移】 【基本料金と従量料金の推移】小口径(13,20mm)

【収益、費用及び純利益の長期推移】 【口径別の料金収入推移】(H26年度＝100)

 【基本料金と従量料金の推移】大口径(25mm以上)
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（単位：百万円）（単位：百万円）人件費

479,012

人件費

468,342

人件費

485,142

人件費

466,440

人件費

492,140

委託料

448,070

委託料

497,182

委託料

460,702

委託料

508,634

委託料

510,542

修繕費

284,802

修繕費

322,608

修繕費

323,992

修繕費

355,754

修繕費
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動力費

141,125

動力費

128,878

動力費

136,498

動力費

199,094

動力費

148,505

薬品費
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薬品費
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薬品費
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薬品費
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５年度

（単位：千円）

※修繕費には修繕引当金の取崩し充当額を含む。
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H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

2,007,700 600,000 900,000 900,000 800,000 750,000 750,000 800,000 750,000 700,000

668,942 700,883 578,235 641,795 711,803 777,445 860,347 937,095 1,002,372 1,055,653

H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

2,440,090 2,636,567 2,339,957 1,703,186 2,115,536 1,481,907 1,611,070 2,922,388 1,421,476 1,799,888

1,233,339 1,285,460 1,335,888 1,364,280 1,386,453 1,434,152 1,459,860 1,487,892 1,583,528 1,598,268

【建設改良費及び減価償却費の推移】

【企業債の借入額・償還額及び残高の推移】【令和５年度キャッシュ・フローの状況】

償還額

建設改良費

減価償却費

借入額

借入額

償還額

企業債残高
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0
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百万円

千円

千円

（単位：千円）

期首残高 期末残高

➀業務活動ＣＦ

②投資活動ＣＦ

③財務活動ＣＦ

増加 減少 資金残高

資金減少額 162,471千円

百万円

（単位：千円）
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〇給水原価分析
　　・１㎥当たり供給単価及び給水原価内訳表

区分

有　収　水　量 ㎥ ㎥ ㎥

金額(千円) 構成比(%) １㎥当り(円) 金額(千円) 構成比(%) １㎥当り(円) 金額(千円) 構成比(%) １㎥当り(円)

4,279,984 100.0 171.75 4,239,470 100.0 172.39 4,252,726 100.0 173.08

職 員 給 与 費 455,673 11.9 18.29 478,708 12.2 19.47 554,586 13.9 22.57

動 力 費 136,498 3.6 5.48 199,094 5.1 8.10 148,505 3.7 6.04

減 価 償 却 費 1,219,795 31.9 48.95 1,295,488 32.8 52.68 1,301,331 32.4 52.96

支 払 利 息 82,585 2.2 3.31 75,498 1.9 3.07 71,276 1.8 2.90

受 水 費 等 834,495 21.9 33.49 833,083 21.2 33.88 860,669 21.5 35.03

そ の 他 1,088,058 28.5 43.66 1,054,161 26.8 42.87 1,067,269 26.7 43.44

計 3,817,104 100.0 153.18 3,936,032 100.0 160.07 4,003,636 100.0 162.94

供給単価

給水原価

※１㎥当り供給単価＝水道料金÷有収水量

※１㎥当り給水原価＝｛経常費用　−（長期前受金戻入＋受託工事費＋材料売却原価）｝÷有収水量

※職員給与費は、職員の給料・手当（児童手当を除く。）・法定福利費・退職給付費を計上。

※減価償却費は長期前受金戻入額を控除した金額を計上。

給水原価

供給単価

24,570,777

令和5年度令和3年度

24,919,327

令和4年度

24,591,669

112.12 106.22

水 道 料 金

年度

107.70
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久留米市 類似団体 全国平均

（３）利益率・収益性

①経常収支比率

 企業債償還元金が、どの程度経営の圧迫
要因になっているかを示す。比率が低いほ
ど良いとされる。

（５）施設の有効活用、老朽化の状況

①施設利用率

 一日配水能力に対する一日平均配水量の
割合であり、施設の利用状況や適正規模を
判断する指標であり、一般的には高い数値
であることが望まれる。

③有形固定資産減価償却率

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価
償却がどの程度進んでいるかを表す指標
で、低い方が良いとされる。

（４）企業債関係

①企業債残高対給水収益

 給水収益に対する企業債残高の割合。企
業債残高の規模を表す指標で、低い方が良
い。

②企業債償還元金対減価償却額比率

（１）長期的健全性

①自己資本構成比率

 自己資本（資本金、剰余金及び繰延収益）
が総資本に占める割合。事業経営の安定
化のためには、数値が高い方がよい。

 投資資本の回収と再投資とのバランスを表
し、低いほど償還能力に余裕があると言え
る。この比率が100％を超えると、再投資を
行う際に企業債等の外部資金に頼らざるを
得なくなる。

③企業債償還元金対料金収入比率

 給水収益や一般会計からの繰入金等の収
益で、維持管理費や支払利息等の費用をど
の程度賄えているかを示す。高いほど良
い。

 施設の稼働が収益につながっているかを
判断する指標。100％に近いほど施設の稼
働状況が収益に反映されていると言える。

※類似団体の区分及び平均値、全国平均は「地方公営企業年鑑」･「経営
　比較分析表」(総務省)の末端給水事業の数値を用いて算出している。

③固定資産対長期資本比率

 資金が長期的に拘束される固定資産が、
長期的に活用可能な資本や負債によって
調達されている割合。この比率が100％を超
える場合は、短期的に返済の必要な資金も
固定資産に投入していることになる。

（２）短期支払能力

 固定負債が総資本に占める割合。事業の
他人資本依存度の指標であり、低い方がよ
い。

 支払義務としての流動負債に対する支払
手段である当座資産の保有率を示す。
100％以上が望ましく、高い方が良いとされ
る。

②固定負債構成比率

①流動比率

 流動負債に対する流動資産の割合で、短
期債務に対する支払能力を示す。高いほど
良好とされ、100％を下回る場合は、不良債
権の発生を意味する。

②当座比率 ②有収率

水道事業の経営分析（経営指標）
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（税抜） （税込）

下水道使用料などの総収益74億9,333万円に対し、総費用は67億

3,232万円で、純利益は7億6,101万円となりました。この金額と繰越利

益から７億7,000万円を将来の借入金返済のために積み立てました。

下水道管の敷設や下水道施設の耐震化工事などの経費とその財源です。

収入の不足分は、借入金返済のために積み立てた資金などで補てんしてい

ます。

施設の建設・改良費

92億1,805万円

借入金の返済

36億5,475万円不足額

（収入ー支出）

8億8,527万円

負担金など

1億5,743万円

一般会計繰入金

6億8,688万円

国庫補助金

29億1,702万円

借入金

82億2,620万円

128億7,280万円

支出
119億8,753万円

収入

下水道施設を整備するための収入と支出
資本的収支

その他

1億1,249万円

長期前受金戻入

22億1,116万円他会計補助金

5億5,643万円

雨水処理負担金

3億2,368万円

下水道使用料

42億8,957万円

施設の維持管理や

事業運営費

18億9,216万円

減価償却費

39億8,153万円

借入金の利息

7億8,289万円

その他

7,574万円
純利益

7億6,101万円

67億3,232万円

総費用
74億9,333万円

総収益

下水(汚水と雨水)を処理するための収入と支出
収益的収支

令和５年度 下水道事業会計 決算
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【経費回収率の長期推移】

【営業費用の内訳（目別）推移】

【営業費用の内訳（節別）推移】

【収益、費用及び純利益の長期推移】

【下水道使用料収入と人口普及率の推移】

千円

管渠費

439,825

管渠費

510,109

管渠費

357,690

管渠費

367,031

管渠費

398,175

管渠費

305,253

ポンプ場費

120,707

ポンプ場費

118,081

ポンプ場費

127,161

ポンプ場費

131,604

ポンプ場費

148,401

ポンプ場費

166,215

処理場費

914,439

処理場費

947,197

処理場費

978,186

処理場費

1,045,157

処理場費

1,074,301

処理場費

1,107,786

雨水施設費

49,991

雨水施設費

63,897

雨水施設費

90,977

雨水施設費

173,861

雨水施設費

123,831

雨水施設費

74,358

業務費

164,890

業務費

127,423

業務費

106,941

業務費

105,105

業務費

111,148

業務費

107,244

総係費

111,721

総係費

113,377

総係費

126,489

総係費

103,894

総係費

104,949

総係費

131,318

30年度

R1年度

R2年度

R3年度

R4年度

R5年度

人件費

262,631

人件費

260,245

人件費

254,606

人件費

240,390

人件費

234,784

人件費

266,315

委託料

1,014,961

委託料

984,895

委託料

980,527

委託料

1,063,986

委託料

1,044,694

委託料

1,030,393

修繕費
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修繕費
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修繕費

208,984

修繕費
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修繕費

279,567
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232,966

動力費

161,070
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負担金
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32,690
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（単位：千円）

（単位：千円）
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企業債償還に対する繰入金についてR1年度より

総務省見解に基づき長期前受金に計上し収益化

使用料収入

4,029,725 4,100,827

4,162,767

4,212,468 4,217,749 4,228,584
4,230,931 4,258,522 4,256,984

4,289,577

人口普及率

76.4%

77.7%

79.0%

80.7%
82.5%

84.2%

85.7%
86.8%

87.6%

88.1%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

4,000,000

4,050,000

4,100,000

4,150,000

4,200,000

4,250,000

4,300,000

4,350,000

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

千円

使用料単価

汚水処理原価

92.8% 92.0% 92.8%
91.4% 90.2%

98.7% 98.7%

96.2% 94.8%

経費回収率

96.8%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

105.0%

150.00

160.00

170.00

180.00

190.00

200.00

210.00

220.00

230.00

240.00

250.00

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

円/㎥
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H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

3,007,100 3,889,000 3,299,000 5,909,700 4,126,700 5,691,600 5,391,000 6,311,900 4,586,000 8,226,200

3,093,976 3,753,681 3,454,144 3,597,741 3,540,182 3,617,265 3,586,243 3,794,146 3,713,251 3,654,753

H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

7,149,222 5,550,562 6,553,954 6,711,986 6,306,461 8,561,177 5,935,848 9,995,529 5,146,134 9,218,050

3,358,760 3,486,612 3,344,614 3,401,669 3,481,239 3,558,242 3,696,432 3,817,808 3,932,951 3,981,529

【令和５年度キャッシュ・フローの状況】 【企業債の借入額・償還額及び残高の推移】

減価償却費

借入額

償還額

【建設改良費及び減価償却費の推移】

建設改良費

借入額 償還額

57,335

57,470

57,315
59,627 60,214

62,288
64,093

66,611

67,483

72,055

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

建設改良費

減価償却費

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

百万円

千円

千円

（単位：千円）

期首残高

期末残高

➀業務活動ＣＦ

②投資活動ＣＦ

③財務活動ＣＦ

増加 減少 資金残高

資金増加額 433,758千円

百万円

（単位：千円）
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〇汚水処理原価分析
　　・１㎥当たり使用料単価及び汚水処理原価内訳表

区分

有　収　水　量 ㎥ ㎥ ㎥

金額(千円) 構成比(%) １㎥当り(円) 金額(千円) 構成比(%) １㎥当り(円) 金額(千円) 構成比(%) １㎥当り(円)

4,258,522 100.0 177.13 4,256,984 100.0 177.78 4,289,577 100.0 178.23

管 渠 費 355,081 8.0 14.77 390,236 8.6 16.30 302,008 6.8 12.55

ポ ン プ 場 費 120,501 2.7 5.01 137,910 3.1 5.76 156,313 3.5 6.49

処 理 場 費 1,017,260 23.0 42.31 1,049,614 23.4 43.84 1,082,953 24.4 45.00

218,572 5.0 9.09 181,929 4.1 7.60 205,737 4.6 8.55

支 払 利 息 等 683,310 15.4 28.42 642,231 14.3 26.82 626,905 14.1 26.05

減 価 償 却 費 2,034,180 45.9 84.61 2,086,784 46.5 87.15 2,070,395 46.6 86.02

計 4,428,904 100.0 184.21 4,488,704 100.0 187.47 4,444,311 100.0 184.66

使 用 料 単 価

汚水処理原価

※１㎥当り使用料単価＝下水道使用料÷有収水量

※１㎥当り汚水処理原価＝｛経常費用　−（雨水処理及び分流式経費等）｝÷有収水量

※減価償却費は長期前受金戻入額（使用料で賄うべき資産に係るもの）を控除した金額を計上。

96.5

24,042,195

令和3年度 令和5年度

24,067,522

96.2

令和4年度

23,944,630

94.8

汚水処理

原　価

使用料単価 下水道使用料

年度

そ の 他
維持管理費
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久留米市 類似団体 全国平均

 給水収益や一般会計からの繰入金等の収
益で、維持管理費や支払利息等の費用をど
の程度賄えているかを示す。高いほど良
い。

※類似団体の区分及び平均値、全国平均は「地方公営企業年鑑」･「経営
　比較分析表個表」(総務省)の公共下水道の数値を用いて算出している。

下水道事業の経営分析（経営指標）

（５）施設の有効活用、老朽化の状況

①流動比率

 流動負債に対する流動資産の割合で、短
期債務に対する支払能力を示す。下水道事
業は、建設投資の財源の多くを企業債によ
り調達しているため、流動負債に計上され
る企業債の償還金が大きく比率は低くなる。

②当座比率

 流動負債に対する支払手段である当座資
産の保有率を示す。100％以上が望ましく、
高い方が良いとされる。

（３）利益率・収益性

①経常収支比率

 自己資本（資本金、剰余金及び繰延収益）
が総資本に占める割合。事業経営の安定
化のためには、数値が高い方がよい。

②固定負債構成比率

 固定負債が総資本に占める割合。事業の
他人資本依存度の指標であり、低い方がよ
い。

③固定資産対長期資本比率

 資金が長期的に拘束される固定資産が、
長期的に活用可能な資本や負債によって
調達されている割合。この比率が100％を超
える場合は、短期的に返済の必要な資金も
固定資産に投入していることになる。

（２）短期支払能力

 施設・設備が一日に対応可能な処理能力
に対する、一日平均処理水量の割合であ
り、施設の利用状況や適正規模を判断する
指標である。一般的には高い数値であるこ
とが望まれる。

②有収率

 施設の稼働が収益につながっているかを
判断する指標。100％に近いほど施設の稼
働状況が収益に反映されていると言える。

③有形固定資産減価償却率

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価
償却がどの程度進んでいるかを表す指標
で、低い方が良いとされる。

①施設利用率

（４）企業債関係

①企業債残高対事業規模比率

 使用料収入に対する企業債残高の割合。
企業債残高の規模を表す指標で、低い方が
良い。

（１）長期的健全性

①自己資本構成比率

②企業債償還元金対減価償却額比率

 投資資本の回収と再投資とのバランスを表
し、低いほど償還能力に余裕があると言え
る。この比率が100％を超えると、再投資を
行う際に企業債等の外部資金に頼らざるを
得なくなる。

③企業債償還元金対料金収入比率

 企業債償還元金が、どの程度経営の圧迫
要因になっているかを示す。比率が低いほ
ど良いとされる。
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〇下水道事業会計　汚水・雨水別　財源区分

（税抜、単位　千円）

汚水処理 雨水処理 その他 計 汚水処理 雨水処理 その他 計 汚水処理 雨水処理 その他 計

収益的収入 下水道使用料 4,258,522 0 0 4,258,522 4,256,984 0 0 4,256,984 4,289,577 0 0 4,289,577

雨水処理負担金 0 388,426 0 388,426 0 333,703 0 333,703 0 323,685 0 323,685

他会計補助金 0 0 455,355 455,355 0 0 506,222 506,222 0 0 556,434 556,434

長期前受金戻入 2,116,640 0 0 2,116,640 2,189,789 0 0 2,189,789 2,211,160 0 0 2,211,160

その他の収入 139,571 0 0 139,571 108,658 0 0 108,658 98,290 0 0 98,290

6,514,733 388,426 455,355 7,358,514 6,555,431 333,703 506,222 7,395,356 6,599,027 323,685 556,434 7,479,146

収益的支出 管渠費 355,081 142,685 0 497,766 390,236 98,245 0 488,481 302,008 48,005 0 350,013

ポンプ場費 120,501 47,071 7,160 174,732 137,910 36,472 7,544 181,926 156,313 31,744 7,756 195,813

処理場費 1,017,260 0 27,898 1,045,158 1,049,614 0 24,687 1,074,301 1,082,953 0 24,833 1,107,786

総係費等 218,572 0 22,670 241,242 181,929 0 56,175 238,104 205,737 0 57,838 263,575

企業債等利息 617,996 51,780 119,380 789,156 621,877 52,104 87,426 761,407 612,741 77,207 92,874 782,822

減価償却費 3,236,789 146,890 434,128 3,817,807 3,455,679 146,882 330,390 3,932,951 3,453,019 155,377 373,133 3,981,529

資産減耗費等 33,507 0 0 33,507 20,354 0 0 20,354 14,164 0 0 14,164

5,599,706 388,426 611,236 6,599,368 5,857,599 333,703 506,222 6,697,524 5,826,935 312,333 556,434 6,695,702

　　※雨水処理に要する経費については、「公共下水道事業繰出基準の運用について」（昭和56年6月5日自治準企第153号通知）に基づき算定

　　　①管渠、ポンプ場、処理場の各施設の機能が雨水処理用、汚水処理用に特定されているものは各々当該施設に係る経費の割合で区分する。

　　　②施設の機能が雨水処理と汚水処理に共通するものは、①の割合を加重平均して得た割合で区分する。

営業収入+営業外収入　計

営業費用+営業外費用　計

令和3年度

項目

＊繰入金

令和5年度令和4年度
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